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研 究 論 文

１．はじめに

地球環境問題の顕在化により，温室効果ガスの排出削減

が強く望まれている．温室効果ガスの大きな部分を占める

二酸化炭素排出量は，エネルギーの消費と密接に関連して

いる．日本のエネルギー消費に占める民生部門の比率は上

昇傾向にあり，石油ショックのあった1983年を基準とする

と，2000年におけるエネルギー消費量は，産業部門が６％

増なのに対し，運輸・旅客部門は2.7倍，民生家庭部門は2.3

倍という高い伸びを示している．2005年２月に，いわゆる

京都議定書（地球温暖化枠組み条約第３回締約国会議の議

定書）が発効し，日本は国として温室効果ガス排出量を1990

年を基準年として６％削減する法的義務を負うことになっ

た．これに対応した地球温暖化対策推進大綱（平成14年３

月改正）では，革新的技術開発並びに国民各界各層による

さらなる地球温暖化防止活動の推進により2010年において

２％の温室効果ガス削減を見込んでいた．このような背景

により，世帯のエネルギー消費構造を分析することの重要

性が増している．

家庭におけるエネルギー消費の分析においては，いくつ

かの仮定に基づき標準的なモデルを組み立て，与えるパラ

メータの変化に対するエネルギー消費量の変化を調べるア

プローチ1～3）や実際に家庭に計測機器を設置して，エネル

ギー消費の動向を調査するアプローチ4～10）が知られている．

家庭へ計測器を設置する研究では，受動的に計測するのみ

でなく，家庭に設置した装置によるエネルギー消費状況の

表示等により省エネルギーを促す機器の効果の分析11），12）も

進められている．モデルに基づくエネルギー消費量の推定

方法は，シナリオに基づいている手法のため，将来的に起

こりうる人口の高齢化，家屋の断熱構造の変化等の要因に

よるエネルギー消費の変化について議論を行える強力な分

析法である．しかし，用いている仮定の妥当性については

他の方法で検証を行うことも望まれる．家庭に計測機器を

設置してエネルギー消費量を測定するアプローチでは，他

の方法では得られない詳細なデータが得られる．例えば，

消費量の時間的な変化も調査可能で，将来的な家庭への分

散電源設置への指針等，家庭内のエネルギーシステム構築

への重要な示唆が得られる可能性がある一方，実施上の経

済的な制約等によりサンプル数は少数にならざるを得ない

ことが多い．

これらの方法の他に，統計調査の分析からのアプローチ

が考えられる13～15）．統計調査に基づく方法は，他のアプロ

ーチに比べ，エネルギーに関わる技術的な点については得

られる情報が減る一方で，調査世帯が国全体を代表するよ

うに注意が払われており，またサンプル数も大きめである．

さらに，世帯員の所得，年齢構成等の社会的要因について

も調査が行われている．世帯のエネルギー消費においては，
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Abstract
Analyzing energy demand for household sector is becoming important because of its steady increase. We

investigated the electricity consumption in households through micro data obtained from the National Survey of
Family Income and Expenditure conducted by the Ministry of Internal Affairs and Communications of Japan. The
dependence of electricity consumption on the major factors ; i. e. annual family income, ages of family members,
numbers of working person/student, superficies of residence and building types of residence, was evaluated by
regression analysis. Changes of coefficients between the years 1989 and 1999 were examined. The coefficients for
numbers of people increased in this period, however, dependence of electricity consumption on annual household
income were consistent and stable. Dependence on building condition on residence was also verified. Ages of
family members was investigated and cohort effect was found at moderate high age population born around 1936 ;
elder people born before 1936 have a tendency to consume less energy than younger.
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家屋の断熱構造，保有しているエネルギー消費機器も大き

な要因である一方で，機器の稼働率等は構成員のライフス

タイルに大きく依存している．このため，統計調査による

分析方法も有用であると考えられる．

本報告では，全国消費実態調査の1984年，1989年，1994

年のミクロデータを用い，世帯の収入，構成員の年齢，就

業状態等の要因について，電力消費量に対する依存関係を

分析した結果について報告する．

２．分析対象となるデータと分析の背景

本研究では，全国消費実態調査のリサンプリング・デー

タを分析対象としている．全国消費実態調査は，総務省庁

により５年毎に実施されている家計の消費支出，耐久消費

財保有量を中心とした調査で，毎月実施されている家計調

査を補完するものである．調査は，当該年の９月から11月

の３ヶ月間について行われ，調査期間における家計簿形式

による支出内容及び，世帯構成，住居及び耐久消費財の保

有状況が調査される．単身世帯については，調査期間はこ

れより短めにされている．調査のサンプル数は４万～５万

件と大規模で，この種の調査，規模で唯一のものである．

調査結果は，公表される以外は統計法の規定するところに

より厳格に管理されているが，今回はミクロ統計データ活

用研究会が作成したミクロ統計データベースのリサンプリ

ング・データを，調査票の目的外使用承認を得て分析した．

なお，リサンプリング・データは，データの一部を抽出し

て貸与されるもので，利用可能であったサンプル数は，世

帯構成員が２人以上の世帯（普通世帯）について１万件程

度である．世帯毎の３ヶ月間の費目別支出の合計，構成員

の年齢等の特性が分析対象となる．単身世帯は，調査の上

で別の扱いをされているため，今回の報告では割愛する．

既報14）では，1984年，1989年，1994年の調査を対象に電

力エネルギーに対して，世帯年収と年齢層別構成員の人数

についての回帰分析を行った．その結果，電力エネルギー

消費量は，通常考えられているように所得に依存すること

が確かめられた．しかし，一方で年齢に関しては，青少年

期，中年期，高年齢期で異なる様子を示した．５歳刻みの

年齢別世帯人員に対する係数を検討すると，10歳代前半ま

では年齢別世帯人員当たりの電力消費量に対応する係数は

小さく，その後10歳代後半になると急激に係数が増大した．

一方で，20歳代になると係数が一度減少する傾向が見られ

た．20歳後半以降60歳前後までの中年期においては，係数

が次第に増加し，60歳前後にピークを迎え，その後減少す

る傾向が見られた．

84年，89年，94年の結果を比較すると，94年においては，

収入に対する係数の大きさが減少する一方で，年齢別世帯

人員に対する係数が増加する傾向が見られた．これは，94

年においては，それ以前より収入に対する依存性が減少し

ていることを意味する．一方で，年齢層別世帯人員に対す

る係数では，中年期から高年齢期に移行して係数が減少し

始めるのが遅くなることを示唆する形状を示していた．84

年と94年の間には国民生活上に大きな影響を与えたいわゆ

るバブル景気と呼ばれる，86年11月から91年２月にかけて

の景気の拡張期とその崩壊16），17）があった．このため，その

前後においては，ライフスタイルの変化による消費構造の

変化があった可能性がある．

今回の分析においては，89年，94年，99年のリサンプリ

ング・データを用いて，94年に現れた現象が99年にも継続

しているか，また年齢による係数が調査年度相互で変化し

ているか，他の世帯の経済的な要因に対する依存関係はあ

るかについて，電気料金支払額の分析を進めた．線形回帰

による分析を以下３節で報告し，４節では年齢別世帯人員を

変数とする平滑スプラインを導入した分析の結果を報告する．

３．電力消費についての回帰分析

3.1 分析方法

３ヶ月間の電気料金の平均（合計額の1/3）を従属変数，

説明変数として住居面積，世帯年収，構成員の年齢を主要

な独立変数とし，これに加えて，住居の構造，住居の所有

関係，貯蓄・負債の金額を説明変数に取り入れたときのパ

ラメータの変動を線形回帰を行い検討した．世帯人員につ

いては，全体の人数に加え，５歳刻みの年齢区分に属する

人数を説明変数として用いた．１歳刻みのデータに基づく

分析は，４節で報告する．既報14）においては，線形型のモ

デルに加え対数型のモデルについての考察を行った．決定

係数の値を比較すると，対数型のモデルの方が当てはまり

が良いという結果が得られた．しかしながら，今回の分析

では年齢別世帯人員の分析等を行っており，対数型のモデ

ルより線形型のモデルの方が世帯人員の年齢別の分解の意

味が明瞭であること，線形型のモデルでも回帰式の統計的

有意性の目安であるF値が十分に大きいことから，線形の

モデルを用いる．

世帯年収については，非線形性の可能性を考慮し全体を

８階級に分け，一番収入が低い階級を基準として他の階級

についてダミー変数を導入した．分割は，年収１千万円未

満においては200万円刻みに５階級，１千万円以上につい

ては，1,250万円，2,500万円で３階級とした．

3.2 世帯人員等に対する回帰と経年変化の検討

エネルギーの消費量において，世帯人員の与える影響は

大きい．既報14）では，84年，89年に比べ，94年において収

入による影響が緩和され，世帯人員に関する係数が増大し

ている傾向が見られた．この変化が，99年に継続している

か分析する．住居面積，世帯年収，世帯人員，フルタイム
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勤務の就業人員，パートタイムとしての就業人員，学生人

数を説明変数とした回帰を実行した．なお，通学していて，

かつ就労している場合，パートタイムとして就労している

場合は学生として，フルタイムで就労している場合は就労

側に数え，二重計算を避けた．表１は，89年，94年，99年

の調査データに基づく住居面積，年収階級，世帯／就労／

就学人員による電気料金の回帰計算による係数である．t

値の欄に５％有意の場合星印を１つ，１％有意の場合星印

を２つを付した（表２においても同様）．世帯年収に対する

ダミー変数に対する係数は，他の条件が同一であるときに

年収200万円以下の場合と比較した電気料金支払額の増分

の推定値となる．99年の結果では，年収1,000万円以下の範

囲では，世帯年収が200万円多い分類に対して700～800円/

月程度支払額が増大している．100万円当たり年間5,000円

程度と所得の増加に占める比率は小さいが，所得が増大す

ると支出が増えるという傾向は一貫している．住居面積が

広いほど，また世帯人員が多いほど電気料金は多くなる．

在宅時間に影響を与える要因となり得る就学人数，就業人

数は，符号が負でt値が有意となっている．数値の大きさ

はフルタイムの就業が絶対値が一番大きく，89年において

は，ほぼ世帯人員の増を打ち消す程度の大きさを持ち，パ

ートタイム就労，就学の順に係数の絶対値が小さくなって

いる．この傾向は，94年，99年のデータについても同様に

見られ，有意性は保たれていた．住居面積，所得について

は相互に関係があるとも考えられるが，t値が十分に大きく，

住居面積に対する符号が正で，所得ダミーに対する係数が

所得が増加するに従い大きくなるため，相関を考慮しても

なお，住居面積，所得の両者共に電気料金への影響をもつ

と考えられる．

表１の係数の調査年毎の差異を比較すると，収入に対す

る係数は，89年と94年の間では，有意性についての検討を

要するものの，上位以外の階層においてわずかに減少する

傾向が見られる．一方，99年における係数は，所得が高い

階層においてはあまり変化が見られず，中間層において係

数が増加しており，むしろ89年の結果に近くなった．所得

依存性は，既報14）では，94年はそれ以前より所得弾力性が

小さくなる可能性を示唆していたが，今回の分析からは，

94年に所得弾力性の減少が起こった可能性がある一方で，

99年における傾向は89年以前に似ているという結果が得ら

れた．一方，世帯人員に対する係数は，一貫して増加して

いるため，各世帯人員当たりの電力の消費量は増加しつつ

あることになる．一方で，定数項については変化が小さく，

世帯単位で用いる機器の利用による電力消費の変化は小さ

かったと考えられる．

3.3 住宅・貯蓄負債に関する要因等を考慮した分析

表２に年齢層別世帯人員，住居の構造，住居の所有関係，

及び貯蓄，負債，住居及び土地に関する負債（負債の内数）

に関する変数を加えた回帰計算の結果を示す．

ここで，住宅の構造については戸建て住宅を基準とし，

長屋建て，共同住宅（１・２階建），共同住宅（３階建以上），

その他に該当する世帯に対しては，ダミー変数を割り振っ

て回帰を行った．また，住居の所有関係は，自己所有，賃

貸，給与住宅の３分類とし，自己所有を基準とし，後二者

に対してダミー変数を導入した．年齢層別世帯人員の係数

は，10歳代前半までは小さく，20歳代以降は若干の上下が

あるものの60歳代まで上昇傾向にある．説明変数として，

住居面積，世帯年収，構成員の年齢構成，地域，都市階級，

住居の構造を用いた場合には，共同住宅についてt値は有

意であったが，住居の所有形態を加えると有意性は失われ

た．一方，所有形態が賃貸及び給与住宅に対するダミー変

数への係数は負で，t値は有意であった．住居の構造（共同

住宅）の係数の有意性が失われたのは独立変数間の相関の

存在によるものと考えられる．熱収支の計算等により，共

同住宅は戸建住宅に比べエネルギー消費量が少ない傾向に

表１ 住居面積，年収階級，就業／学人数による回帰

89年 n：10138決定係数：0.20 F値/F検定自由度：212.3/（12,10125）；94年 n：10061決定係数：0.24 F：260.5/（12,10048）；
99年 n：9856決定係数：0.25 F：267.2/（12,9843）
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あるといわれているが，ここでの結果は住居の所有形態，

ひいては家計の経済状態が電気料金に影響を及ぼしている

可能性を示唆している．住居の構造と所有形態は関連性が

深いので詳しい分析が待たれる．

貯蓄，負債及び家屋土地に関わる負債（内数）の額（１

万円単位）を説明変数に加えると，調査年により若干の差

異があったが，貯蓄に関しては符号が正（89年，94年はt

値が有意，99年は符号が反転し有意性なし），負債に関し

ても符号が正（89年は有意性なしの一方，94年，99年はt

値が有意）という傾向があった．一方，土地家屋に関する

債務の内数に対する係数は，安定していなかった．貯蓄，

負債両方に対する符号が正であるということは，両者の差

である実質的な資産よりも，経済活動，ひいては日常生活

の活発さが電力消費に影響している可能性を示唆してい

る．

４．電力消費の年齢依存性についての検討

前節表２では，５歳刻みの年齢別世帯人員を説明変数に

取り入れて電力消費に対する年齢依存性の抽出を試みた．

調査においては１歳刻みの年齢が記録されているため，年

齢に対する依存関係の分析を進めるためには，さらに細か

い刻みに基づく分析が望まれる一方で，通常の線形回帰で

１歳刻みの年齢別世帯人員を変数に取り入れようとすると

パラメータ数が膨大となり，推定誤差が増大する．年齢が

消費行動に与える影響はある程度の連続性を持っているこ

とが予測される．このため，平滑スプラインによる回帰を

行うことにより，１歳刻みの情報を生かした分析を行うこ

とを試みた．通常の線形回帰が，二乗誤差L 0

………………………………………（1）

を最小にするようにパラメータを推定するのに対し，ここ

では，パラメータの変化率に対応する二階差分に対するペ

ナルティー項を第２項として加えた評価関数L

………（2）

を最小にするように推定を行った．ここで，yiは観測され

た従属変数の値（ここでは，電気料金支払額），iはデータ

の一連番号，^yiは回帰式での対応する値を独立変数xiにより

予測した値

y^i＝x t
iβ,…………………………………………………（3）

λはペナルティー項の重みを表す係数である．また，β2，jは

ベクトルβのうち平滑対象となる部分の要素で，ここでは

１歳刻みの年齢別世帯人員である．推定における計算は，

通常の回帰式と類似の線形方程式を解くことに帰着される．

図１に，説明変数として年収階級，住居面積及び１歳刻

みの年齢別世帯人員により1999年の電気料金に対する推定

をいくつかのλに対して行ったときの，年齢別世帯人員に

対する係数の値の例を示す．λの値を変化させることによ

り，推定される曲線の曲がり具合が変化し，λを大きくす

るに従って平滑が強くなり確率的なばらつきが減少する一

方でバイアスが大きくなる．図２に，89／94／99年の各調

査のデータについての同様の計算結果を示す．λの値とし

ては，曲線の値の誤差を小さくするという基準による評価

指標であるPSS（Prediction Sums of Squares）により選

択された値によるものと，これより若干大きなλによるも

のをそれぞれ細線，太線でプロットした．PSSにより選択さ

れた曲線においては，10歳代後半において係数が増大した

後，20歳を過ぎると一度値が減少している．その後50～60

歳程度まで値が増大し，60歳を過ぎると値が減少していく

カーブをどの年も描いている．一方，60歳程度以降での値

の減少の開始年齢は89年，94年，99年にかけて後ろに移動

している傾向がある．これをより明瞭にするためλを大き

くした推定も行い太線で重ねてプロットした．曲線の形の

推定という点では，λを大きくすることはバイアスの増大

という犠牲が伴う一方で，傾向の主たる要因の抽出のため

に有効であると考えられる．得られた曲線は，細かい凸凹

データ数：9856決定係数：0.29 F値：98.17＊＊ 自由度：（41,9814）

表２ 住宅の構造，所有関係，貯蓄負債の検討（99年）

L0＝　　
i
（ y^i－yi）

2
 Σ 

L＝　　（ y^i－yi）
2
＋λ　　（β2，j－1－2β2，j＋β2，j＋1）

2
 Σ 

i
Σ 

j
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がなだらかになって，60歳近辺のピークが明瞭となってい

る．図中に53／58／63歳の位置に縦線を引いた．この図か

らは，ピーク位置が５年程度ずつ後ろにシフトしているこ

とが読みとれる．調査年が５年ずれると，調査対象の母集

団には流入，流出があるものの大部分が５歳年齢が大きく

なる．いずれも，電力料金に対する係数がピークに達する

のが1936年生まれのコーホートに対応しており，このよう

な結果となるのは世代間におけるライフスタイルに対する

考え方の差がエネルギー使用量に大きく影響しているもの

と考えられる．

年齢別の係数に関しては，年齢により在宅時間等の生活

パターンが変化しているということも原因の一つとして考

えられる．表１の結果も就労／就学状況が電気料金に大き

な影響を及ぼしていることを示唆している．しかしながら，

就労／就学状態のみでは，世代間の差異の説明は困難であ

る．NHK放送文化研究所による生活時間調査18）によると，

電力使用量に大きな影響を及ぼすと考えられる起床在宅時

間は，有職者（平日平均６h［時間］21m［分］，以下同様），

無職者（12h 00m）で差が大きいものの，年齢別分類におい

ては20歳代（６h 19m），30歳代（７h 05m），40歳代（７h 33m），

50歳代（７h 28m），60歳代（10h 11m），70歳以上（12h 10m）と

なっており，20歳代は短く，60歳以上は長い傾向がある．

従って，20歳代に係数の減少が見られるのは平均的な在宅

時間が短いことも一つの要因であると考えられる．一方，

60歳以上の係数が減少していく傾向は，在宅時間だけでは

説明できない要因もあることを示唆している．

５．まとめ

世帯のエネルギー消費出費目について，世帯年収，構成

員の年齢，就学就労状態，住居の要因について回帰分析を

行い，説明変数の影響について検討を行った．また，係数

の経年変化の検討をした．就業・就学している構成員は，

そうでない構成員に比べ電気料金に対する影響が小さくな

っており在宅時間の影響だと考えられる．住居の構造も電

気代に影響を及ぼしていることが確認された．世帯人員に

係わる係数は，分析対象である89年から99年にかけて増加

を続けており，世帯単位でなく個人単位で用いる機器利用

による電力消費は増加していると考えられる一方で，世帯

単位での機器利用は，これに対応する定数項の変化が小さ

いことから，必ずしも増加していないと推定された．世帯

年収に関する係数は，94年に減少する可能性が考えられた

が，99年については89年と同様な傾向を持っており大きな

変化は検出されていない．

エネルギー消費項目を含む消費支出の金額について，構

成員の年齢，世帯年収，住居面積を変数とし構成員の年齢

について平滑を行う回帰分析を行った．その結果，電気料

金を含む一部の支出項目にコーホートの効果が検出され，

出生が1930年代以前の世帯員は，それ以後の世帯員に比べ，

電力消費が少ないという傾向が検出された．分析結果から

のみ結論付けるのは危険であるが，世代間のライフスタイ

ルの差が現れているものとも考えられる．
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図１ 電気代への係数（1999年） 図２ 電気代への係数（1999年）
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